社会保障制度改革国民会議報告書のポイント
	項　　目
	概要
	本体

	①　国保の財政運営の責任を担う主体（保険者）は都道府県とする。
	P８
	P27

	②　都道府県への移行は、次期医療計画策定（H30）前に実現すべき。
	P８
	P27

	③　都道府県と市町村との適切な役割分担のもと運営
・保険料の賦課徴収、保健事業などは市町村が引き続き実施。
・市町村の保険料収納や医療費適正化へのインセンティブを損なわない分権的な仕組みを目指す。
	P８

	P27
P34

	④　抜本的な財政基盤の強化を通じ、国保の構造問題の解決が都道府県化の前提となる。
・後期高齢者支援金の全面総報酬割導入により、生じる財源（2,300億円）を国保に投入。
	P10
	P33

	⑤　低所得者に対する保険料軽減措置の拡充に公費を投入。
	P10
	P34

	⑥　国保保険料の賦課限度額の引上げ
・現行上限77万円／年
	P10
	P34

	⑦　70～74歳の自己負担割合（法定２割）を１割とする特例は、世代間の公平を図る観点から、段階的に廃止。
	P11
	P36

	⑧　高額療養費制度は、よりきめ細やかな対応が可能となるよう所得区分を細分化。
	P11
	P36

	⑨【後期高齢者医療制度】
制度創設から５年が経過し、十分定着。現行制度を基本としながら必要な改善を行っていくことが適当。

	P11
	P35
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